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ポ リテ ク ニ ー ク大 学 、 フ ィ リ ピ ン)の
ア ポ イ ン トメ ン ト ・プ ロ グ ラム 招 請 に つ い て
商学部教授 福 田 郁 夫
ロム ロ ・マル タ ン助教授 は、 フィ リピン国立工科大学協 同組合研究所所長 と して、
またフ ィリピン上院(参 議院)協 同組合 に関する委員会諮 問委員 と して活躍 してい
る著名な研究者で ある。
同助 教授 は、 日本 の協同組合 に関す る研 究者 グル ープとフィリピンの研究者 グル
ープとの仲介者 と して も重要な役 割を担 っている。 ロム ロ ・マル タン氏 の滞在 日程
は95年10月15日～25日と限 られた ものであ ったが 、 日本滞在 中、本学 の学生 および
本学を含 む 日本の研究者 と幅広 く、実 り豊 かな文化交流を行 うことができた。
同氏 を招請す るに当 り、招請責任者 自身 、1994年8月、 フィリピン工科大学 を訪
れ、同大学学長 をは じあ大学責任者 および ロム ロ ・マルタ ン助教授のゼ ミ生 と意見
交換の場 を もった。その際、 フィ リピン工科大学 よ り、本学 との学術交流 を行 いた
い旨の要請が あ り、招請責任者 は、政経学部 中川雄一郎教授 と相談 の うえ、国際交
流 センターに対 して同助教授の招請 を申請 す るに至 った。
同氏 の本学の研 究者 および学生(大 学院生 を含む)の 交流 は、2つ のテーマを中
心 に行 われた。第1の テーマに関 しては、同助教授 にフィ リピンの協 同組合 に関す
る研究状況、な らびに協同組合学 が大学のカ リキュラムにどのよ うに組 み込 まれ、
実践 されているか、について話 していただいた(『 明治大学国際交流基金事業招請
外 国人研究者講演録』No.7,1995年度参照)。
フィ リピン工科大学 では、1989年に協同組合研究所が設立 され、95年現在、同研
究所を卒業 した学士取得者は 約100人に達 してお り、彼 らはさまざまな協同組合企
業 や協 同組合関連機関 の責任者 、開発 プログラム担当者 として活躍 している。 さ ら
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に、協 同組合活動 に従事す る者 に対 して、 また協 同組合教育 に参加 し協同組合企業
に従事す る意志の ある者 に対 して、協同組 合経営 コースに大 学院 コースが設置 され
ている。
さ らにフィ リピン工科大学協 同組合研究所には、公 開講座 が開設 されて お り、協
同組合 の事業経営 、組織展開、業務拡大 に関わる分野を含む広範な分野 に関す る教
育が行 われてい る。
第2は 、学部学生 にフィ リピンの青年 ・学生が抱えている問題 について話 してい
ただ き、本学学生 か らは、 日本 の青年 ・学生が抱えてい る問題 をエキスポーズ し、
活発 な質疑 ・討論 が行われた。
また、首都圏生協 を中心 とす る協同組合関係者 とも活発 な意見交換が行 われ、今
後 、 フィ リピン ・日本の両サイ ドか ら、人 的交流 を含む文化交流 の実現 を図 る具体
的方策 も論議 された。
同氏 の研究テ ーマである協 同組合論(学)は 、現代世界が抱 えてい る最大 の問題
のひとつである南北問題に関わ る学問であ り、資本 の論理 と力に基づ き、北の国に
よ って一方 的に行われてい る南 の開発が、南北格差 を増幅 してい る現状 を論理実証
的 に分 析す ることを 目的 とする きわめて実践的な学 問である。
フィリピン工科 大学協同組合研究所の使命は、 「人類愛、平和 、自由そ して正義
を実現す るための協 同組合主義 を通 じて フィリピン社会の社会 的規律 と経 済的 自立
を実現す ること」に置かれてい る。すなわ ち、公正 と社会正義 そ して持続 可能 な経
済発展 を協 同組合運動 を通 じて実現す ることに置 かれている。現在、政府 の協 同組
合開発 局に登録 している単 位協 同組合は約4万 組合 を数え、協 同組合員総数 は300
万人 に達 している。協 同組合運 動は、人 民の力を フィリピン社会 の前進 と持続 可能
な発展 を達成す ることに結合 し、 とりわ け開発か らとり残 された地域、経 済部 門の
発展 を図 ることに置かれてい る。
ア ジア諸 国の中で フィリピンは、深刻な経済危機 に見舞われてお り、総 人 口6300
万人の うち約75%もの人 々が最 低貧 困ライ ン以下の生活 を余儀 な くされてい る。な
一36一
かでも農民 の生活 は逼迫 し、絶望 的な状況 に置 かれてい る。確 かに近年 、フィ リピ
ンに対す る投資 は急増 し、開発 ブームを迎えているが、社会的格差は益 々拡大 して
いる。
これまでの30年間、 フィ リピン政府はIMF・ 世銀、 さ らには先進工業 国の経済
援助によ って社会 ・経済開発政策 に取組 んできた。だが、緑 の革命 や、工業化政策
のいずれ もが挫折 し、危機 は増幅 されて きた。他方 、対外 累債債務 は、1980年にな
ると300億ドルを突破 し、深刻 な債務 危機 に見舞 われてい る。 こうしたなかで、社
会的広 が りを見 せている貧富 の格差 を是正 し、均衡 の とれた開発 を実現す ることが
至上命題 として課 されてい る。
こう したなかで、 フィリピン工科大学協 同組合研究所 を中心に展開 されている協
同組合運動 は、 フィ リピンのみに限定 され る運動ではな く、国家破産 に追い込 まれ
ている南の国の経 済的貧困を解決す るためにオール タナデ ィブな視 点か ら開発 に取
り組む ことを指向 している第三世界諸国の研究者か らも注 目を浴びている。
事実 、持続可能な発展 を目指す フィリピン工科大学協 同組合研 究所 の研究活動 は、
世界的規模 での協同組合 プログラム と協同組合事業活動展開を行 っている 「国際協
同組合同盟 」と提携 して行われてい る。
ロム ロ ・マル タ ン助教授が、明治大学滞在 中に提示 した問題 は、協 同組合学 の分
野 のみ に限定 され るべき ものではな く、南北問題 の解決に関わ る学問 ・研究のすべ
てに対す る真摯な問題提起で あ った。今後、 こうしたアジア諸 国の若 い研究者 と直
接 、意見交換 をす る場 を拡大す ることによ り、大 きな視座転換 を迫 られている 日本
ミ
の学 問 ・研 究 の将 来 的 ビジ ョ ン再 構 築 の糧 にす る ことが で きれ ば、 と願 う。
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